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議案第６０号  

   上尾市立養護老人ホーム恵和園条例の一部を改正する条例の制定につ

いて  

 上尾市立養護老人ホーム恵和園条例の一部を改正する条例を次のように定

める。  

  令和７年６月２日提出  

上尾市長   畠  山   稔  

   上尾市立養護老人ホーム恵和園条例の一部を改正する条例  

 上尾市立養護老人ホーム恵和園条例（平成１７年上尾市条例第６号）の一

部を次のように改正する。  

 第２条「次に掲げる」を「老人福祉法第１１条第１項第１号の規定による

入所の措置に係る者の養護に関する」に改め、同条各号を削る。  

第３条第２項を削る。  

第５条第１号中「並びに指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営

に関する基準（平成１１年厚生省令第３７号）第３条及び第７章の規定」を

削り、同条第４号中「第１１条」を「第９条」に改める。  

第６条及び第７条を削り、第８条を第６条とする。  

第９条中「及び老人デイサービス事業の利用者」を削り、「入所者等」を

「入所者」に改め、同条を第７条とする。  

第１０条第１項中「入所者等」を「入所者」に改め、同条を第８条とする。  

第１１条中「第２条各号に掲げる事業」を「第２条に定める事業」に改め、

同条第２号中「第８条」を「第６条」に改め、同条を第９条とする。  

第１２条を削り、第１３条を第１０条とする。  

   附  則  

 この条例は、令和８年４月１日から施行する。  

 

 

 

提案理由  

上尾市立養護老人ホーム恵和園における老人デイサービス事業を廃止し

たいので、この案を提出する。  
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議案第６１号  

   上尾市雨水排水流出抑制施設の設置の基準に関する条例の制定につい

て  

 上尾市雨水排水流出抑制施設の設置の基準に関する条例を次のように定め

る。  

  令和７年６月２日提出  

                  上尾市長   畠  山   稔      

   上尾市雨水排水流出抑制施設の設置の基準に関する条例  

 （趣旨）  

第１条  この条例は、雨水流出量を増加させるおそれのある行為に対する必

要な規制を行うことにより、浸水被害の発生及び拡大を防止するため、開

発区域における雨水排水流出抑制施設の設置の基準に関し必要な事項を定

めるものとする。  

 （定義）  

第２条  この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該

各号に定めるところによる。  

 (1) 雨水流出量  地下に浸透しないで他の土地へ流出する雨水の量をいう。  

 (2) 雨水排水流出抑制施設  雨水を一時的に貯留し、又は地下に浸透させ

る機能を有する施設であって、浸水被害の発生及び拡大の防止を目的と

するものをいう。  

 (3) 開発区域  都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第４条第１３項

に規定する開発区域をいう。  

 (4) 開発行為  都市計画法第４条第１２項に規定する開発行為をいう。  

 （雨水排水流出抑制施設の設置）  

第３条  開発区域の面積が０．０５ヘクタール以上１ヘクタール未満の開発

行為をしようとする者は、雨水排水流出抑制施設の容量が１ヘクタール当

たり５００立方メートルの雨水排水流出抑制施設を設置するものとする。

ただし、規則で定める開発行為及び非常災害のために必要な応急措置とし

て行う行為については、この限りでない。  

 （委任）  

第４条  この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。  
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   附  則  

 （施行期日）  

１  この条例は、令和７年７月１日から施行する。  

 （適用区分）  

２  第３条の規定は、この条例の施行の日以後に申請される開発行為の許可

について適用し、同日前に申請された開発行為の許可については、なお従

前の例による。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由  

開発区域における雨水排水流出抑制施設の設置の基準に関し、必要な事

項を定めたいので、この案を提出する。   
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議案第６２号  

上尾市都市公園条例の一部を改正する条例の制定について  

 上尾市都市公園条例の一部を改正する条例を次のように定める。  

令和７年６月２日提出  

       上尾市長   畠  山   稔      

上尾市都市公園条例の一部を改正する条例  

題名を次のように改める。  

  上尾市立公園条例  

第１条中「都市公園法（昭和３１年法律第７９号。以下「法」という。）

及び法に基づく命令に定めるもののほか、」を削り、「都市公園の」を「市

立公園の」に改め、同条の次に次の２条を加える。  

（定義）  

第１条の２  この条例において「市立公園」とは、都市公園（都市公園法

（昭和３１年法律第７９号。以下「法」という。）第２条第１項に規定す

る都市公園をいう。以下同じ。）及び都市公園以外の公園又は緑地（当該

公園又は緑地に設ける公園施設に準ずる施設を含む。）で、市が設置し、

又は管理するものをいう。  

２  前項に規定するもののほか、この条例において使用する用語は、法にお

いて使用する用語の例による。  

（市立公園の名称等）  

第１条の３  市立公園の名称及び所在地は、規則で定める。  

２  市長は、市立公園を設置し、その区域を変更し、又は市立公園を廃止す

るときは、当該市立公園の名称、所在地、区域その他必要と認める事項を

告示するものとする。  

第３条第１項、第４項及び第５項中「都市公園」を「市立公園」に改める。  

第５条各号列記以外の部分中「都市公園」を「市立公園」に改め、同条第

１号中「都市公園施設」を「公園施設」に改め、同条第９号中「都市公園」

を「市立公園」に改める。  

第６条中「都市公園」を「市立公園」に改める。  

第９条の見出しを「（市長以外の者の公園施設の設置管理等）」に改め、

同条第１項各号列記以外の部分を次のように改める。  
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市長以外の者が市立公園に公園施設を設け、又は管理しようとするとき

は、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、当該各号に定める事項を記載し

た申請書を市長に提出し、その許可を受けなければならない。  

第９条第１項第１号ケ中「都市公園」を「市立公園」に改め、同条第２項

各号列記以外の部分を次のように改める。  

市立公園に公園施設以外の工作物その他の物件又は施設（以下「占用物

件」という。）を設けて市立公園を占用しようとする者は、次の各号に掲

げる場合の区分に応じ、当該各号に定める事項を記載した申請書を市長に

提出し、その許可を受けなければならない。  

第９条第２項第１号カ中「都市公園」を「市立公園」に改め、同項第２号

を次のように改める。  

(2) 許可を受けた事項を変更しようとする場合  

ア  既に受けた許可年月日及び許可番号  

イ  変更事項及び理由  

ウ  その他市長が指示する事項  

第９条に次の４項を加える。  

３  法第５条第２項、第３項及び第４項の規定は市長以外の者が市立公園に

公園施設を設け、又は管理する場合について、法第６条第４項及び第７条

の規定は市立公園に占用物件を設けて市立公園を占用する場合について、

それぞれ準用する。  

４  市長は、第１項又は第２項の許可（次項及び第１３条第３号において

「設置許可等」という。）に市立公園の管理のため必要な範囲内で条件を

付することができる。  

５  設置許可等を受けた者（次項において「設置許可者等」という。）は、

公園施設を設け、若しくは管理する期間若しくは市立公園の占用の期間が

満了したとき、又は公園施設の設置若しくは管理若しくは市立公園の占用

を廃止したときは、直ちに市立公園を原状に回復しなければならない。た

だし、原状に回復することが適当でないときは、この限りでない。  

６  市長は、設置許可者等に対して、前項の規定による原状の回復（以下こ

の項及び第１１条第１項において「原状回復」という。）又は原状回復を

することが適当でない場合の措置について必要な指示をすることができる。  
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第１０条及び第１１条中「都市公園」を「市立公園」に改める。  

第１２条中「法第５条第１項、法第６条第１項若しくは第３項、」を削り、

「又は第７条第２項」を「、第７条第２項又は第９条第１項若しくは第２項」

に改める。  

第１３条第１号中「第５条第１項又は法第６条第１項若しくは第３項」を

「第９条第１項又は第２項」に、「都市公園」を「市立公園」に改め、同条

第２号中「都市公園」を「市立公園」に改め、同条第３号中「法第１０条第

１項の規定により都市公園」を「設置許可等の期間が満了し、市立公園」に

改め、同条第５号中「都市公園」を「市立公園」に改める。  

第１４条第２項中「法第５条第１項」を「第９条第１項」に改め、同条第

３項中「法第６条第１項又は第３項」を「第９条第２項」に改める。  

第１６条の２第１号中「都市公園」を「市立公園」に改める。  

第１６条の３を削る。  

第１８条から第２０条まで、第２０条の６第１号及び第２２条第３号中

「都市公園」を「市立公園」に改める。  

別表第１中「（第２条の４関係）」を「（第２条の５関係）」に改める。  

別表第４中「法第５条第１項」を「第９条第１項」に改める。  

附  則  

 （施行期日）  

１  この条例は、令和８年４月１日から施行する。  

 （経過措置）  

２  この条例による改正後の上尾市立公園条例（以下「新条例」という。）

第９条第１項の規定は、この条例の施行の日（以下「施行日」という。）

以後に申請される公園施設の設置又は管理の許可について適用し、施行日

前に申請された公園施設の設置又は管理の許可については、なお従前の例

による。  

３  新条例第９条第２項の規定は、施行日以後に申請される占用許可につい

て適用し、施行日前に申請された占用許可については、なお従前の例によ

る。  
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提案理由  

市が設置し、又は管理する都市公園以外の公園を公の施設として位置付

けたいので、この案を提出する。  
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議案第６３号  

財産の取得について  

下記のとおり土地を取得することについて、議決を求める。  

令和７年６月２日提出  

                            上尾市長    畠  山   稔      

 記  

１  土地の所在・地番、地目及び地積   別紙のとおり  

２  取 得 の 目 的  上平中学校拡張用用地の購入  

３  取 得 の 方 法  随意契約  

４  取 得 価 格  ３１７，９９３，１４２円  

５  契約の相手方  ○○○○○○○○○○○○  

○  ○  ○  ○  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由  

上平中学校拡張用用地を購入するため、議会の議決に付すべき契約及び

財産の取得又は処分に関する条例第３条の規定により、この案を提出する。  
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別紙  

土地の所在・地番  地目  地積（㎡）  

上尾市大字菅谷字西南通  ８８番１  畑  ９５２  

８８番４  雑種地  ８７  

９０番１  畑  ９５９  

９１番１  畑  ９５８  

９３番１  畑  ３８４  

９３番２  畑  ４７９  

９３番３  雑種地  １５６  

９４番１  畑  ９５８  

９５番１  畑  ９５８  

９６番１  畑  ９５８  

９７番１  畑  ９５５  

１１２番１  畑  ９７５  

１１３番１  畑  １０２２  

１１４番１  山林  ３６４  

１１４番２  山林  １４０  

１１４番３  山林  １８６  

１１５番地  宅地  １１９０．０８  

１１６番地  山林  ８１３  

１１７番地  畑  ５３５  

１１８番１  畑  ２２２  

１１８番２  畑  ４８９  

１１９番１  畑  ９７８  

１２０番１  畑  ５４２  

購入する土地の合計地積  １５，２６０．０８㎡（２３筆）  
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議案第６４号  

   損害賠償の額を定め、和解することについて  

 下記のとおり公用自動車による人身事故及び物損事故の損害賠償の額を定

め、和解することについて、議決を求める。  

  令和７年６月２日提出  

上尾市長   畠  山   稔      

                 記  

１  相  手  方  住  所  ○○○○○○○○○○○○  

        氏  名  ○  ○  ○  ○  

２  事故の概要   令和６年１０月２５日、さいたま市見沼区大字丸ケ崎９

６２番地１地先路上において、市職員が、前方を注視する

ことを怠ったため、道路交差点の信号により停車中の相手

方の車両に追突し、当該車両の運転手を負傷させ、及び当

該車両を損傷させたもの  

３  和解の要旨   市は、相手方に対し、本件事故に関する損害賠償金とし

て１２１万７，３３４円を支払う。市及び相手方は、本件

事故に関し、そのほかには一切の債権債務がないことを確

認する。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由  

公用自動車による人身事故及び物損事故の損害賠償の額を定め、和解し

たいので、地方自治法第９６条第１項第１２号及び第１３号の規定により、

この案を提出する。  
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議案第６５号  

専決処分の承認を求めることについて  

 上尾市税条例の一部を改正する条例について、地方自治法（昭和２２年法

律第６７号）第１７９条第１項本文の規定により、別紙のとおり専決処分し

たので、その承認を求める。  

令和７年６月２日提出  

上尾市長   畠  山   稔  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由  

地方税法及び地方税法等の一部を改正する法律の一部を改正する法律

（令和７年法律第７号）が令和７年３月３１日に公布されたことに伴い、

緊急に上尾市税条例を改正する必要が生じ、同日上尾市税条例の一部を改

正する条例を専決処分したので、地方自治法第１７９条第３項の規定によ

り、この案を提出する。  
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 専  決  処  分  書  

 下記の事項について、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条

第１項本文の規定により、専決処分する。  

  令和７年３月３１日  

                  上尾市長   畠  山   稔      

記 

   上尾市税条例の一部を改正する条例  

 上尾市税条例（昭和３０年上尾市条例第１３号）の一部を次のように改正

する。  

第３６条の２第９項中「第２条第１５項」を「第２条第１６項」に改める。  

第８２条第１号ア中「エ」を「ウ及びオ」に改め、同号イ中「又は」を「

（ウに掲げるものを除く。）又は」に改め、同号エを同号オとし、同号ウ中

「又は」を「（ウに掲げるものを除く。）又は」に改め、同号ウを同号エと

し、同号イの次に次のように加える。  

ウ  ２輪のもので、総排気量が０．１２５リットル以下かつ最高出力が

４．０キロワット以下のもの  年額  ２，０００円  

第８９条第２項第５号中「定格出力」の次に「（第８２条第１号ウに掲げ

る原動機付自転車にあっては、原動機の総排気量及び最高出力）」を加える。  

第９０条第２項中「身体障害者又は」を「身体障害者若しくは」に、「を

提示する」を「又はこれらの者の特定免許情報（同法第９５条の２第２項に

規定する特定免許情報をいう。次項において同じ。）が記録された免許情報

記録個人番号カード（同条第４項に規定する免許情報記録個人番号カードを

いう。次項において同じ。）を提示する」に改め、同項第５号中「の番号、

交付年月日及び」を「又は道路交通法第９５条の２第２項第１号に規定する

免許情報記録（以下この号において「免許情報記録」という。）の番号、運

転免許の年月日、運転免許証又は免許情報記録の」に改め、同条中第６項を

第７項とし、第３項から第５項までを１項ずつ繰り下げ、第２項の次に次の

１項を加える。  

３  前項の場合において、免許情報記録個人番号カードを提示したときは、

当該免許情報記録個人番号カードに記録された特定免許情報を確認するた

めに必要な措置を受けなければならない。  
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附則第１０条の２第１項中「令和６年４月１日」を「資源循環の促進のた

めの再資源化事業等の高度化に関する法律（令和６年法律第４１号）の施行

の日」に改め、同条第２項中「令和６年４月１日」を「資源循環の促進のた

めの再資源化事業等の高度化に関する法律の施行の日」に改め、同条第２２

項中「令和７年３月３１日」を「令和９年３月３１日」に改め、同条第２３

項中「附則第１５条第３７項」を「附則第１５条第３６項」に改め、同条第

２４項中「附則第１５条第３８項」を「附則第１５条第３７項」に改め、同

条第２５項中「附則第１５条第４１項各号」を「附則第１５条第４０項各号」

に改め、同条第２６項中「令和７年３月３１日」を「令和１０年３月３１日」

に、「附則第１５条第４２項」を「附則第１５条第４１項」に改め、同条第

２７項及び第２８項中「令和７年３月３１日」を「令和９年３月３１日」に

改める。  

附則第１０条の３中第１６項を第１７項とし、第１５項を第１６項とし、

第１４項の次に次の１項を加える。  

１５  市長は、法附則第１５条の９の３第１項に規定する特定マンションに

係る区分所有に係る家屋については、前項の申告書の提出がなかった場合

においても、マンションの管理の適正化の推進に関する法律（平成１２年

法律第１４９号）第５条の２第１項に規定する管理組合の管理者等から法

附則第１５条の９の３第２項に規定する期間内に施行規則附則第７条第１

７項各号に掲げる書類の提出がされ、かつ、当該特定マンションが法附則

第１５条の９の３第１項に規定する要件に該当すると認められるときは、

前項の規定にかかわらず、同条第１項の規定を適用することができる。  

附則第１２条の２中「地方税法等の一部を改正する法律（令和３年法律第

７号」を「地方税法等の一部を改正する法律（令和６年法律第４号」に、

「令和３年改正法」を「令和６年改正法」に、「附則第１４条第１項」を

「附則第２１条第１項」に、「令和３年度から令和５年度」を「令和６年度

から令和８年度」に改める。  

附則第１６条の３中「第３４項まで、第３７項、第３８項、第４２項若し

くは第４５項」を「第３３項まで、第３６項、第３７項、第４１項若しくは

第４４項」に改める。  

附則第１６条の６中「地方税法等の一部を改正する法律（令和６年法律第
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４号）」を「令和６年改正法」に改める。  

   附  則  

 （施行期日）  

１  この条例は、令和７年４月１日から施行する。  

（固定資産税に関する経過措置）  

２  この条例による改正後の上尾市税条例（以下「新条例」という。）の規

定中固定資産税に関する部分は、令和７年度以後の年度分の固定資産税に

ついて適用し、令和６年度分までの固定資産税については、なお従前の例

による。  

（軽自動車税に関する経過措置）  

３  新条例第８２条（第１号に係る部分に限る。）の規定は、令和７年度以

後の年度分の軽自動車税の種別割について適用し、令和６年度分までの軽

自動車税の種別割については、なお従前の例による。  

（都市計画税に関する経過措置）  

４  新条例の規定中都市計画税に関する部分は、令和７年度以後の年度分の

都市計画税について適用し、令和６年度分までの都市計画税については、

なお従前の例による。   
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議案第６６号

専決処分の承認を求めることについて

 上尾市国民健康保険税条例の一部を改正する条例について、地方自治法

（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項本文の規定により、別紙のと

おり専決処分したので、その承認を求める。  

  令和７年６月２日提出

上尾市長   畠  山   稔  

提案理由

地方税法施行令及び国有資産等所在市町村交付金法施行令の一部を改正

する政令（令和７年政令第１１９号）が令和７年３月３１日に公布された

ことに伴い、緊急に上尾市国民健康保険税条例を改正する必要が生じ、同

日上尾市国民健康保険税条例の一部を改正する条例を専決処分したので、

地方自治法第１７９条第３項の規定により、この案を提出する。  
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専  決  処  分  書

 下記の事項について、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条

第１項本文の規定により、専決処分する。  

  令和７年３月３１日

上尾市長   畠  山   稔  

記 

上尾市国民健康保険税条例の一部を改正する条例

 上尾市国民健康保険税条例（昭和３０年上尾市条例第５１号）の一部を次

のように改正する。  

第１９条第１項第２号中「２９万５，０００円」を「３０万５，０００円」

に改め、同項第３号中「５４万５，０００円」を「５６万円」に改める。  

附  則

 （施行期日）  

１  この条例は、令和７年４月１日から施行する。

 （経過措置）  

２  この条例による改正後の上尾市国民健康保険税条例第１９条第１項の規

定は、令和７年度以後の年度分の国民健康保険税について適用し、令和６

年度分までの国民健康保険税については、なお従前の例による。  
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議案第６７号

専決処分の承認を求めることについて

 令和７年度上尾市一般会計補正予算（第１号）について、地方自治法（昭

和２２年法律第６７号）第１７９条第１項本文の規定により、別紙のとおり

専決処分したので、その承認を求める。  

  令和７年６月２日提出

上尾市長   畠  山   稔  

提案理由

定額減税補足給付金の給付に必要な準備を早期に進めるため、その経費

を計上した令和７年度上尾市一般会計補正予算（第１号）を緊急に編成す

る必要が生じ、令和７年５月７日専決処分したので、地方自治法第１７９

条第３項の規定により、この案を提出する。  
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議案第６８号

 固定資産評価員の選任について  

上尾市固定資産評価員に下記の者を選任することについて、同意を求める。

  令和７年６月２日提出

上尾市長   畠  山   稔

記

○○○○○○○○○○○○

  山  田   昇

○○○○○○○○○

提案理由

固定資産評価員森泉洋二から令和７年６月３０日限りで固定資産評価員

を辞職する旨の申出を受けたため、後任として行政経営部資産税課長の職

にある山田昇を選任することについて同意を得たいので、地方税法第４０

４条第２項の規定により、この案を提出する。  
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諮問第１号

人権擁護委員の候補者の推薦につき議会の意見を求めることについて

 下記の者を人権擁護委員の候補者として推薦したいので、議会の意見を求

める。  

  令和７年６月２日提出

上尾市長   畠  山   稔

記

○○○○○○○○○○○○

  藤  井  裕  美

○○○○○○○○○

提案理由

人権擁護委員村田眞司氏の退任のため、後任の人権擁護委員の候補者と

して藤井裕美氏を推薦したいので、人権擁護委員法第６条第３項の規定に

より、議会の意見を求める。
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